
別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要した

経費
交付金充当額 備 考

1
企業導入・

産業活性化措置
起業家支援施設運営事業 宇都宮市 4,400,000 4,400,000 7,516,668



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

事 業 終 了 （ 予 定 ） 年 度

評価年度

第６次宇都宮市総合計画基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位

創業者
　　　１３０人／年

創業者
人／年

成果実績

番号 措置名 交付金事業の名称
1 企業導入・産業活性化措置 起業家支援施設運営事業

交付金事業に関係する市町村の
主要政策・施策とその目標

【主要政策・施策】
　第6次宇都宮市総合計画（基本構想，令和32年　基本計画，平成30年度～令和9年度）
　　Ⅴ：「産業・環境の未来都市」の実現に向けて
　　　基本施策16：地域産業の創造性・発展性を高める
　　　　　② 新規開業・新事業創出の促進
　　　　　　(１)起業家の創出と育成
　　　　　　　　・起業家精神の育成
　　　　　　　　・関係機関等と連携した起業家の集積・成長支援
【目標】
　「宇都宮市創業支援等事業計画」で定めている目標値，市内における創業者数１30人/年　(令和６年度)

事業開始年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 宇都宮市
交付金事業実施場所 宇都宮市中央３丁目　宇都宮市起業家支援施設（栃木県産業会館内）

交付金事業の概要

　
起業家支援施設運営業務（委託料）
（令和６年４月１日～令和７年２月１７日）

令和９年度平成３０年度

事業期間の設定理由

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事務改善を図るため，事業終了後，早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等
・本交付金を活用する起業家支援施設の運営事業について，起業家支援施設において対応した起業予定者等数
が１,076人であり，起業・創業相談窓口や経営等に関する相談窓口については，多種多様な相談員を設置し支援
体制の充実を図ったことで，相談件数は過去最多の３０３件(昨年度の２５７件)と約１１７％増加した。
・また，年間の創業者は，目標１３０人に対して１３４人となり目標を達成した。
・今後は，若年層含め，多くの利用者が気軽に足を運べるよう，SNS等の広報ツールをを効果的に活用しながら，
本事業の幅広い周知と効果的な起業家支援事業を展開し，多くの起業家の発掘と成長を促進していく。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

人 134

目標値

達成度 ％ 103

令和６年度

人 130



令和６年度

（２）番号の欄は、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

（３）交付金事業の概要欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。

（４）交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、当該事業が関連づけられている市町村の上位政策・施策とその目標を記載すること。

（５）事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

（６）成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標を踏まえて定量的に記載すること。当該事業の定量評価が困難な場合には、成果目
標の欄に、定性的な目標を、交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄に、定性的な成果及び評価を記載すること。

（７）評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ記載すること。 なお、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合、評価
年度の設定には当該機関等による評価実施時期も考慮すること。

（９）交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合における定性的な成果及び評価の記載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の要因
分析及び次年度に向けた改善点並びに評価に第三者機関等を活用した場合には当該機関等の評価を記載すること。

（10）評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、第三者機関等の名称及び構成員等を記載すること。

％

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位

起業家支援施設における対応者数

活動実績 者

備考

総事業費 5,500,000 7,516,668 7,516,668

交付金事業の総事業費等

180

597.7

（11）交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。

（12）交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（13）交付金事業の担当課室の欄は事業を実施した課室を、交付金事業の評価課室の欄は事業評価を実施した課室の名称を記載すること。事業実施課室と評価実施課室が同一で
も差し支えない。

180

591.1

180活動見込 者

達成度 673.3

令和４年度 令和５年度

うち文部科学省分

交付金充当額 4,400,000 4,400,000 4,400,000

うち経済産業省分 4,400,000 4,400,000 4,400,000

起業家支援施設運営委託 指名競争入札 株式会社エンターテイン 7,516,668

計

（８）成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、評価年度が到来していない場合は、成果実績の欄は空欄とし、評価年度に別途、報告を行
うこと。なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合には、当該機関等による評価についても、併せて報告を行うこと。

令和６年度令和５年度令和４年度

1064 1212 1076

交付金事業の担当課室 宇都宮市経済部産業政策課
交付金事業の評価課室 宇都宮市経済部産業政策課
　（備考）（１）事業ごとに作成すること。 

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額



別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要した
経費

交付金充当額 備 考

総事業費
63,197,376

1 地域活性化措置 日光市公立保育園臨時保育士雇用事業 日光市 58,607,000 58,607,000



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事 業 終 了 （ 予 定 ） 年 度

評価年度

交付金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位

待機児童数 0

成果実績

評価年度の設定理由

PDCAサイクルによる事業改善のため、事業終了後に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、公立保育園において保育士を確保することで、当市域内の要保育児が入所を待機する
ことなく各施設に受け入れられることを主目的に実施しており、本来であれば入所待機を強いられる園児113人が
入所することができ、各園におけるカリキュラムを受けることで、待機を余儀なくされた場合に得られなかった、早
い時期に他の児童との協調性・心身の発達に繋がっていることから、引き続きこの制度を活用し充実した保育・質
の高い保育を目指していきたいと考えている。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

人 0

目標値 人 0

達成度 ％ 100

令和6年度

事業期間の設定理由 第2次日光市総合計画後期基本計画の終期まで

番号 措置名 交付金事業の名称
1 地域活性化措置 日光市公立保育園臨時保育士雇用事業

交付金事業に関係する市町村の
主要政策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
　第２次日光市総合計画　後期基本計画（令和４年度～令和７年度）
　　第２節　健やかで人にやさしい、福祉と健康のまちづくり
　　　②　子育て支援
　　　　【４年間で進める重要施策】　保育環境の充実に向けた取組の推進
目標
　待機児童数　0人

事業開始年度 令和 4年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 日光市
交付金事業実施場所 日光市瀬川1316番地1　他5件

交付金事業の概要

期間　令和6年4月1日～令和7年2月14日
臨時保育士　36名分の人件費
日光市が設置する公立保育園の臨時保育士を確保し、園児受入体制の充実を図り、待機児童の発生を防止しま
す。

令和7年度



　  　      
　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　
　　　　　

　　　　　

交付金事業の担当課室 健康福祉部保育課
交付金事業の評価課室 健康福祉部保育課
　（備考）（１）事業ごとに作成すること。 

（２）番号の欄は、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 臨時保育士 63,197,376

（９）交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合における定性的な成果及び評価の記載のほ
     か、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向けた改善点並びに評価に第三者機関等を活用した場合には当該
    機関等の評価を記載すること。
（10）評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、第三者機関等の名称及び構成
      員等を記載すること。
（11）交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。
（12）交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
（13）交付金事業の担当課室の欄は事業を実施した課室を、交付金事業の評価課室の欄は事業評価を実施した課室の名称を記載するこ
      と。事業実施課室と評価実施課室が同一でも差し支えない。

（３）交付金事業の概要欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。
（４）交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、当該事業が関連づけられている市町村の上位政策・施策とその
　　 目標を記載すること。
（５）事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。
（６）成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標を踏まえて定量的に記載すること。当該
     事業の定量評価が困難な場合には、成果目標の欄に、定性的な目標を、交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄に、定性的な
     成果及び評価を記載すること。

（７）評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ記載すること。
　　 なお、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による評価実施時期も考慮すること。

（８）成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、評価年度が到来していない場合は、成果実績
     の欄は空欄とし、評価年度に別途、報告を行うこと。
　　 なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合には、当該機関等による評価についても、併
     せて報告を行うこと。

うち経済産業省分 58,744,000 58,701,000 58,607,000

うち文部科学省分

交付金充当額 58,744,000 58,701,000 58,607,000

総事業費 62,251,953 66,331,561 63,197,376
交付金事業の総事業費等 4年度 5年度

4年度 5年度 6年度

38

38

100

39

39

6年度 備考
100

36

36

100

活動見込 人

達成度 ％

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位

保育士の雇用人数

活動実績 人



別紙 

 
 Ⅰ 事業評価総括表  

                                                   （単位：円） 

番号 措置名 交付金事業の名称 交付金事業者名又は間 
接交付金事業者名 

 交付金事業に要した 
 経費 

 交付金充当額 備考 

１ 地域活性化

措置 

保育園会計年度任用職員給

与費 

那須塩原市 20,313,000 20,313,000 47,939,733 

 

 
（備考） 事業が２つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。 



Ⅱ．事業評価個表（令和６（2024）年度）

事 業 終 了 （ 予 定 ） 年 度

評価年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果
実績

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金の活用により、時差出勤や土曜日代替保育士、特別保育（延長保育）実施のための保育士、用務員等を
確保することができ、成果目標である令和７年２月１日時点の受入児童数については、目標９０人に対し７６人と
なった。
　公立保育園は発達支援児保育の需要が高く、受け入れ可能な保育園の確保が課題となっているなか、本交付金を
活用し保育士を加配することで受入体制を維持することができた。
　令和７年度においては、保育課と連携し、空き枠の有効活用を図り、安定かつ充実した保育が提供できるよう体
制の維持に努めていく。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 保育園会計年度任用職員給与費

那須塩原市交付金事業者名又は間接交付金事業者名

交付金事業実施場所

交付金事業の概要

交付金事業に関係する市町村の
主要政策・施策とその目標

事業開始年度 平成２９（2017） 年度

令和６（2024） 年度

76

90

84

那須塩原市桜町

　那須塩原市立さくら保育園の会計年度任用職員（保育士、用務員等）２０名の給与１０ヵ月分。
　那須塩原市は、第２次那須塩原市総合計画の施策として「未就学児の保育環境の充実」を掲げてお
り、住民が行政に期待する取組みの一つである。
　充実した保育の提供のため、公立保育園において、時差出勤や土曜日代替保育士、特別保育（延長保
育）実施のための保育士、調理員、用務員等の雇用を行う。

【交付金事業に関係する主要政策】
・施策：第２次那須塩原市総合計画（平成２９（2017）年度～令和９（2027）年度）
　　基本政策７－１　子育て環境を充実させる
　　　①未就学児の保育環境を充実させる。

【目標】
・待機児童（入園待ち児童）の解消
・保育の質の向上

令和９（2027） 年度

第２次那須塩原市総合計画の終期まで

成果目標 成果指標 単位

さくら保育園の受
入児童数の維持

さくら保育園
の受入児童数
（2月1日時
点）

成果実績 人

人

％

目標値

達成度



　  　      

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　
　　　　　

　　　　　

活動実績 人月

人月

％

120 150

120 120 120

100 125 142.5

交付金事業の活動指標及び活動
実績

交付金事業の総事業費等
令和４

（2022）
年度 令和５

（2023）
総事業費 23,535,350

保育士・調理員・用務員等の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間
（月））

活動見込

達成度

活動指標
単位

令和４（2022）年
度

令和５（20２３）
年度

令和６（20２４）
年度

171

交付金充当額 17,691,000

契約の目的 契約の方法等

雇用会計年度任用職員の雇用

20,142,000

契約の相手方

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

うち文部科学省分

うち経済産業省分 17,691,000

年度 令和６
（2024）

年度 備考

31,723,420 47,939,733

20,313,000

20,142,000 20,313,000

交付金事業の契約の概要　　

契約金額

- 47,939,733

子ども未来部保育課

企画部企画政策課

　（備考）（１）事業ごとに作成すること。 

（９）交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合における定性的な成果及び評価の記
載のほ
     か、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向けた改善点並びに評価に第三者機関等を活用した場合には
当該
    機関等の評価を記載すること。

（10）評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、第三者機関等の名称及
び構成
      員等を記載すること。

（11）交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。
（12）交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（13）交付金事業の担当課室の欄は事業を実施した課室を、交付金事業の評価課室の欄は事業評価を実施した課室の名称を記載
するこ
      と。事業実施課室と評価実施課室が同一でも差し支えない。

（２）番号の欄は、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

（３）交付金事業の概要欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。

（４）交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、当該事業が関連づけられている市町村の上位政策・施
策とその

（５）事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

（６）成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標を踏まえて定量的に記載するこ
と。当該
     事業の定量評価が困難な場合には、成果目標の欄に、定性的な目標を、交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄に、定性
的な
     成果及び評価を記載すること。

（７）評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ記載すること。
　　 なお、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による評価実施時期も考慮するこ
と。

（８）成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、評価年度が到来していない場合
は、成果実績
     の欄は空欄とし、評価年度に別途、報告を行うこと。
　　 なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合には、当該機関等による評価につい
ても、併
     せて報告を行うこと。



別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額 備 考

1

公共用施設に係る
整備、維持・補修
又は維持運営等措
置

塩谷町給食センター設備更新事
業

塩谷町 4,400,000 4,400,000 10,065,000



別記様式第９

Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事 業 終 了 （ 予 定 ） 年 度

評価年度

番号 措置名 交付金事業の名称
1 公共用施設に係る整備、維持・補修又は維持運営等措置 塩谷町給食センター設備更新事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 塩谷町
交付金事業実施場所 塩谷町大字玉生

交付金事業の概要

町立学校給食センターで使用する食缶洗浄機が老朽化により機能低下が著しいため、洗浄機1台を更新する。これにより
安定して安全な学校給食の提供が期待できる。

品名：食缶洗浄機（押え駆動式）
規格：EOKC-Z25SA-R・50HZ
電気・ガス仕様：50Hz　三相　200V　7.55ｋｗ
外形寸法：3860×1145×1870
フレーム・板金材料：SUS　430（ステンレス）

交付金事業に関係する市町村の
主要政策・施策とその目標

塩谷町振興計画（令和3年～令和7年度）
2 教育環境の充実
教育環境の根幹である学校施設において、安全性の高い施設整備に努めます。
（1）学校施設の維持改善
町内の小中学校に切れ目なく安心安全な学校給食を提供するため、老朽化の進む食缶洗浄機の更新を進めます。
目標　食缶洗浄機　1台更新

事業開始年度 令和6年度 令和6 年度
事業期間の設定理由

成果目標 成果指標 単位 令和6 年度

成果実績 % 100

目標値 % 100

達成度 % 100

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため事業実施翌年度に実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

活動指標 単位 令和6年度
活動実績 台 1
活動見込 台 1

達成度 % 100

食缶洗浄機　1台更新

給食提供率　100％ 給食提供率　：　予定
配食数÷実配食数×
100

交付金事業の活動指標及び活動
実績

交付金事業の成果目標及び成果
実績



　  　      
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　

　　　　　

　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　

交付金事業の総事業費等 令和6年 年度 年度 備考
総事業費 10,065,000
交付金充当額 4,400,000

うち経済産業省分 4,400,000

（11）交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。
（12）交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
（13）交付金事業の担当課室の欄は事業を実施した課室を、交付金事業の評価課室の欄は事業評価を実施した課室の名称を記載するこ

交付金事業の担当課室 学校教育課
交付金事業の評価課室 企画調整課

（９）交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合における定性的な成果及び評価の記載のほ
     か、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向けた改善点並びに評価に第三者機関等を活用した場合には当該
    機関等の評価を記載すること。

（６）成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標を踏まえて定量的に記載すること。当該
（７）評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ記載すること。
（８）成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、評価年度が到来していない場合は、成果実績

（10）評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、第三者機関等の名称及び構成

　（備考）（１）事業ごとに作成すること。 
（２）番号の欄は、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。
（３）交付金事業の概要欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。
（４）交付金事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、当該事業が関連づけられている市町村の上位政策・施策とその
（５）事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額

食缶洗浄機更新 競争入札 株式会社　中西製作所 10,065,000

うち文部科学省分
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